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ピクテ・ジャパン株式会社 
 

東京都千代田区丸の内2-6-1 
お問い合わせ窓口 
投資信託営業部 

電話番号 03-3212-1805 
受付時間：委託者の営業日の午前９時から午後５時まで 

ホームページ：www.pictet.co.jp 

  

iTrustエコイノベーション 
愛称：EV(電気自動⾞)/エコ・ロボなど 

様々な環境テーマが投資対象 
 
 

運用報告書(全体版) 
 

第７期 
 

決算日：2023年11月27日 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

さて、「iTrustエコイノベーション」は、2023

年11月27日に第７期の決算を行いましたの

で、期中の運用状況をご報告申し上げます。

今後とも引き続きお引き立て賜りますよう

お願い申し上げます。 
 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
商 品 分 類 追加型投信／内外／株式 

信 託 期 間 
2017年９月15日（当初設定日）から無期限

です。 

運 用 方 針 
信託財産の成長を図ることを目的として

積極的な運用を行うことを基本とします。 

主要投資対象 

＜当ファンド＞ 

ピクテ・エコディスカバリー・アロケー

ション・マザーファンド受益証券 

＜マザーファンド＞ 

世界の環境関連企業の株式 

当ファンドの

運 用 方 法 

①マザーファンド受益証券への投資を通

じて、主として世界の環境関連企業の株式

に投資します。 

②実質組入外貨建資産については、原則と

して為替ヘッジを行いません。 

主な投資制限 

＜当ファンド＞ 

①株式への実質投資割合には制限を設け

ません。ただし、未上場株式および未登

録株式への実質投資割合は、信託財産の

純資産総額の10％以内とします。 

②同一銘柄の株式への実質投資割合は、信託

財産の純資産総額の10％以内とします。 

③外貨建資産への実質投資割合には制限

を設けません。 

＜マザーファンド＞ 

①株式への投資割合には制限を設けませ

ん。ただし、未上場株式および未登録株

式への投資割合は、信託財産の純資産総

額の10％以内とします。 

②同一銘柄の株式への投資割合は、信託財

産の純資産総額の10％以内とします。 

③外貨建資産への投資割合には制限を設

けません。 

分 配 方 針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づ

き分配を行います。 

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越

分を含めた利子・配当等収益と売買益（評

価益を含みます。）等の全額とします。 

②収益分配金額は、基準価額の水準および

市況動向等を勘案して委託者が決定し

ます。ただし、必ず分配を行うものでは

ありません。 

③留保益の運用については、特に制限を設

けず、委託者の判断に基づき、元本部分

と同一の運用を行います。 
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○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

３期(2019年11月26日) 9,498 0 12.5 94.3 2.0 212 

４期(2020年11月26日) 13,557 0 42.7 97.1 3.5 431 

５期(2021年11月26日) 18,349 0 35.3 94.8 4.5 1,592 

６期(2022年11月28日) 17,569 0 △ 4.3 96.8 1.5 1,733 

７期(2023年11月27日) 19,990 0 13.8 96.1 1.6 1,902 
 

（注） 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」および「投資信託証券比率」は、実質比率を記載しています。 

（注） 当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数がないためベンチマークおよび参考指数は設定していません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2022年11月28日 17,569 － 96.8 1.5 

11月末 17,024 △ 3.1 97.0 1.5 

12月末 15,628 △11.0 94.6 1.5 

2023年１月末 16,670 △ 5.1 96.4 1.6 

２月末 17,640 0.4 97.7 1.5 

３月末 17,606 0.2 97.3 1.4 

４月末 16,925 △ 3.7 98.4 1.6 

５月末 18,917 7.7 95.8 1.5 

６月末 20,444 16.4 96.4 1.6 

７月末 20,532 16.9 96.6 1.5 

８月末 20,264 15.3 96.4 1.6 

９月末 19,122 8.8 94.2 1.6 

10月末 17,631 0.4 97.1 1.7 

(期  末)     

2023年11月27日 19,990 13.8 96.1 1.6 
 

（注） 騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」および「投資信託証券比率」は、実質比率を記載しています。 

（注） 当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数がないためベンチマークおよび参考指数は設定していません。 
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○当期中の運用状況と今後の運用方針 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

 

当期の基準価額は、13.8％の上昇となりました。 

 

  

  
（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

（注） 当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数がないためベンチマークおよび参考指数は設定していません。 

 

◇主な変動要因 

上昇↑・実質的に組入れているシノプシス（米国、ソフトウェア・サービス）やトップビルド（米国、耐久消

費財・アパレル）などの環境関連企業の株価が上昇したこと 

上昇↑・円に対して米ドルやユーロが上昇したこと 

 

  

基準価額等の推移 
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・世界の株式市場は、期初の2022年11月下旬から2023年１月末にかけては、米国のインフレ圧力の低下などを

背景に米連邦準備制度理事会（FRB）が利上げペースを減速させるとの見方が強まったことや、中国の経済

活動正常化に向けた動きへの期待などから上昇しました。その後は、金融引き締め継続の必要性について金

融当局者の発言が相次いだことなどを受けて、欧米長期金利が大きく上昇したことや、米地銀の破綻を受け

た金融不安を背景に世界的にリスク回避姿勢が強まったことなどから、３月中旬にかけて下落しました。３

月下旬から５月にかけては、主要中央銀行による流動性供給や政府による金融不安への対策が好感された

こと、欧米の長期金利低下などを材料に上昇しました。７月にかけては、米国やユーロ圏などでのインフレ

率の鈍化や中国経済回復への期待、米国債務上限問題の解決などを受けて上昇しました。その後は、ユーロ

圏や中国の景気の先行き不透明感や、米国国債増発および堅調な米景気を受けて高い米金利水準が長期化

することへの懸念などから、10月にかけて下落基調で推移しました。期末にかけては、米国や欧州地域での

インフレ圧力鈍化の兆しを背景にFRBをはじめとする主要国・地域中央銀行による追加利上げ観測が後退し、

米長期金利上昇が一服したことなどから、世界の株式市場は上昇しました。 

・為替市場は、期初から2023年１月中旬にかけては、FRBによる利上げペースの減速観測が高まったことなど

を背景に米長期金利が低下したことや、日銀による長短金利操作（イールドカーブコントロール）政策の長

期金利の許容変動幅拡大などを受けて、円高・米ドル安が進行しました。その後は、日本政府が日銀の次期

総裁に起用する方針を固めた植田氏が当面は金融緩和の継続が必要との考えを示したことなどから、３月

上旬にかけて円安・米ドル高となりました。３月中旬から下旬にかけては、米地銀の破綻をきっかけとして

金融不安が欧州地域などへも波及するとの懸念が強まったことや米金利が低下したことなどから、円高・米

ドル安が進行しました。５月にかけては、金融不安への過度な懸念が後退したことや、植田総裁就任後初回

となる日銀の金融政策決定会合において現状の金融政策の維持が決定されたこと、米連邦政府の債務上限

をめぐる交渉の妥結期待などを背景に、円安・米ドル高となりました。６月にかけては、日銀の植田総裁が

現状の金融政策維持の方針を示した一方、欧米の中央銀行は金融引き締め姿勢を維持するとの見方が強まっ

たことなどから、円安・米ドル高となりました。７月は、米連邦公開市場委員会（FOMC）で0.25％の利上げ

が行われた一方、日銀が長短金利操作（イールドカーブコントロール）政策の運用を柔軟化したことなどか

ら円高・米ドル安が進行しました。11月中旬にかけては、米大手格付け会社による米国国債の格下げや米国

国債の増発懸念、根強いインフレ圧力を受けて米長期金利が上昇したことから、円安・米ドル高となりまし

た。その後の期末にかけては、米国の10月の消費者物価指数（CPI）が市場予想を下回り、米国金利が低下

したことなどを背景に円高・米ドル安基調となりました。期を通してみると、米ドルは対円で上昇しました。 

 

 

  

投資環境 
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当ファンドが主要投資対象とするピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド受益証券へ

の投資比率を高位に維持してまいりました。実質組入外貨建資産については、為替ヘッジを行いませんでした。 

 

＜ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド＞ 

主に世界の環境関連企業の株式に投資を行ってまいりました。 

環境関連企業の株式の組入比率は原則として最終ポートフォリオの３分の２以上（時価総額ベース）を目標

としておりますが、期末における組入比率は、98.2％となりました。 

当社および運用指図の権限の委託先におけるスチュワードシップ活動の詳細につきましては以下のリンク

先をご覧ください。 

https://www.pictet.co.jp/content/dam/pamweb/jp/ja/company/sustainability/responsible/Responsible_Investment_Report_2023J_pdf.pdf 

 

◇国・地域別組入比率    

【期首】  【期末】  
国・地域名 組入比率 

 

国・地域名 組入比率 

米国 61.2％ 米国 66.3％ 

オランダ 9.9％ オランダ 10.5％ 

ドイツ 6.9％ ドイツ 5.6％ 

スペイン 4.5％ スペイン 4.5％ 

フランス 4.2％ 日本 2.3％ 

スウェーデン 3.1％ イタリア 1.8％ 

英国 3.0％ スイス 1.7％ 

日本 2.5％ フランス 1.6％ 

韓国 2.0％ 韓国 1.4％ 

イタリア 0.9％ スウェーデン 1.0％ 

その他 0.5％ その他 1.6％  
（注） 組入比率は、マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 

 

◇業種別組入比率    

【期首】  【期末】  
業種名 組入比率 

 

業種名 組入比率 

半導体・半導体製造装置 35.0％ 半導体・半導体製造装置 32.6％ 

公益事業 16.5％ ソフトウェア・サービス 17.6％ 

ソフトウェア・サービス 14.6％ 公益事業 16.7％ 

資本財 12.7％ 資本財 11.4％ 

素材 7.6％ 素材 8.6％ 

テクノロジー・ハードウェア/機器 6.2％ 耐久消費財・アパレル 4.6％ 

耐久消費財・アパレル 2.6％ テクノロジー・ハードウェアおよび機器 3.1％ 

自動車・自動車部品 1.9％ 自動車・自動車部品 1.7％ 

不動産 1.5％ エクイティ不動産投資信託（REIT） 1.6％ 

小売 0.2％ 一般消費財・サービス流通・小売り 0.1％  
（注） 組入比率は、マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。また、業種はGICS（世界産業分類基準）の産業グループに基づ

き表示しています。 

  

組入状況 
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◇組入上位10銘柄      

【期首】  【期末】    

銘柄名 国名 業種名 組入比率 

 

銘柄名 国名 業種名 組入比率 

オン・ 

セミコンダクター 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
5.0％ 

ネクステラ・ 

エナジー 
米国 電力 5.1％ 

ネクステラ・ 

エナジー 
米国 電力 4.8％ シノプシス 米国 ソフトウェア 5.1％ 

アプライド  

マテリアルズ 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
4.1％ リンデ 米国 化学 4.6％ 

RWE ドイツ 
独立系発電・ 

エネルギー販売 
4.1％ トップビルド 米国 家庭用耐久財 4.6％ 

アナログ・ 

デバイセズ 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
4.0％ NXPセミコンダクターズ オランダ 

半導体・ 

半導体製造装置 
4.6％ 

アルベマール 米国 化学 3.9％ 
マーベル・ 

テクノロジー 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
4.5％ 

NXPセミコンダクターズ オランダ 
半導体・ 

半導体製造装置 
3.9％ 

アプライド  

マテリアルズ 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
4.4％ 

ASMLホールディング オランダ 
半導体・ 

半導体製造装置 
3.9％ 

オン・ 

セミコンダクター 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
4.3％ 

シノプシス 米国 ソフトウェア 3.8％ 
トレイン・ 

テクノロジーズ 
米国 建設関連製品 4.1％ 

マーベル・ 

テクノロジー 
米国 

半導体・ 

半導体製造装置 
3.3％ ASMLホールディング オランダ 

半導体・ 

半導体製造装置 
3.9％ 

 
（注） 組入比率は、マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。また、業種はGICS（世界産業分類基準）の産業に基づき表示し

ています。 

 

期末の組入上位銘柄は、 

- ネクステラ・ 

エナジー 

：電力の公益持株会社。子会社を通じて、米国フロリダ州を拠点に米国内で天然ガス・

風力・原子力などのクリーン・エネルギーを中心とした発電および送配電を行う。

同社は、再生可能エネルギー分野における世界的リーダーであり、将来的にはグ

リーン水素の活用も進めていく意向。また、脱炭素化に向けて、中長期的に「リア

ルゼロ」（二酸化炭素の排出ゼロ、100％クリーン・エネルギー、顧客のコスト増な

し）を達成することを目指している。人々の生活に必要不可欠な社会インフラ企業

の一つとして、長期的に安定した業績が期待できる。 

- シノプシス ：電子機器や半導体などの設計作業を自動化支援するためのソフトウェアなどを提

供する米国の企業。 

同社は、設計プロセス全体を効率化し、市場投入までに要する時間を短縮するため

のコンサルティングサービスも行っている。ユーザーのコスト削減および競争力

強化に寄与する同社ソフトウェアに対する需要は、今後、長期的に拡大することが

見込まれる。また、同社は、パリ協定の目標（世界の平均気温上昇幅を産業革命以

前と比較して２℃より十分低く保ち、1.5℃以内に抑える努力をするという長期目

標）に沿って温室効果ガス排出量を削減することを公約に掲げている。 

- リンデ ：産業用ガスの世界的大手企業で、クリーン・エネルギー用途で注目が高まる水素分

野におけるリーディングカンパニー。プラントエンジニアリング事業にも従事。 

同社の製品およびサービスは、顧客の温室効果ガス排出量削減にも寄与するもの

であり、脱炭素化の長期的トレンドに支えられ、今後、需要が拡大することが見込
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まれる。また、自社の事業活動においては、2035年までに2021年比で温室効果ガス

排出量（スコープ１およびスコープ２）を35％削減するとの中期目標を設定。 

- トップビルド ：住宅向けおよび商業施設向けの断熱製品や雨どいなどを販売、設置する米国の建

築資材メーカー。 

同社の製品およびサービスは、エネルギー効率の高い建物を実現するものであり、

脱炭素化の長期的トレンドに支えられ、今後、需要が拡大することが見込まれる。

また、自社の事業活動においては、リサイクル材の活用により持続可能な調達を推

進するなど、環境に配慮したさまざまな取組みを実施。 

- NXPセミコンダクターズ ：自動車、携帯電話、通信インフラのほか産業用機器向けに半導体を提供するオラン

ダの企業。 

売上高の５割ほどを占めるのが自動車向けで、同社では、電気自動車（EV）および

充電ステーションなどのEVインフラを対象とした最適なソリューションの創出を

戦略的優先事項としている。同社ソリューションに対する需要は、EVへの移行進展

に伴い、今後、長期的に拡大することが見込まれる。また、自社の事業活動におい

ては中長期的にカーボンニュートラル（温室効果ガスの排出量と吸収量および除

去量を均衡させること）を達成するとの目標を掲げている。 

などとなりました。 

 

 

当期の収益分配は、基準価額の水準および市況動向等を勘案し、見送りとさせていただきました。 

なお、収益分配にあてなかった留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本

部分と同一の運用を行います。 

 

◇分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第７期 

2022年11月29日～ 
2023年11月27日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 9,989  
 
（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 「当期の収益」および「当期の収益以外」は小数点以下を切捨てて表示しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

 

  

収益分配金 
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○今後の運用方針 

（１）投資環境 

当ファンドの投資対象である環境関連株式は、中長期的には欧州や米国、日本、中国など多くの国・地域が

脱炭素社会を目指す目標を掲げるなど、今後も世界中で環境問題への積極的な取り組みが行われると見られ

る中、引き続き魅力的な投資対象と考えます。ロシアのウクライナ侵攻を受けて、特に欧州でエネルギー安全

保障への関心が高まっており、今後のエネルギー転換が加速することが見込まれています。分野別で見ると自

動車の電化が急速に進む中でEV（電気自動車）関連が注目されます。またエコ・ロボティクス関連では、製造

業においてコスト削減と競争力維持のためエネルギー効率化を進める動きが需要拡大につながると見られま

す。再生可能エネルギー関連については、太陽光や風力などによる発電コストの急速な低減が進む中、各国の

政策が支援材料になると考えます。 

 

（２）投資方針 

ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として世界

の環境関連企業の株式に投資します。実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

 

＜マザーファンド＞ 

世界の環境関連企業の株式を主要投資対象とし、信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を

行うことを基本とします。特定の銘柄、国や通貨に集中せず分散投資を基本としリスク分散を図ります。外貨

建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 
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○１万口当たりの費用明細 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 266  1.459  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (130)  (0.713)  ・ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、各種情報提供等、 
 基準価額の算出等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (130)  (0.713)  ・購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド 
 の管理および事務手続等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  6)  (0.033)  ・ファンドの財産の保管・管理、投信会社からの指図の実行等の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 7   0.037   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
・売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  7)  (0.037)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.000)   

（c） 有 価 証 券 取 引 税 0   0.002   (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
・有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 株  式 ） (  0)  (0.002)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.000)   

（d） そ の 他 費 用 14   0.077   (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (  4)  (0.021)  ・保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および 
 資金の送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (  5)  (0.030)  ・監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  5)  (0.026)  ・その他は、運用報告書等法定の開示書類の作成等に要する費用その他信託事務 
 の処理に要する諸費用 

 合 計 287   1.575    

期中の平均基準価額は、18,200円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンド

に対応するものを含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有

価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数

で除した総経費率（年率）は1.53％です。 
 

  
（注） 上記の費用は、「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド 40,816 201,710 59,429 295,670 

 
（注） 単位未満は切り捨てています。 

 

○株式売買比率 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

 

項 目 
当 期 

ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 50,931,986千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 61,378,497千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.82   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

（注） 単位未満は切り捨てています。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

 

 該当事項はございません。 

 

○特定資産の価格等の調査 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

 

 該当事項はございません。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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○組入資産の明細 (2023年11月27日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド 372,470 353,857 1,893,492 
 
（注） 単位未満は切り捨てています。 

 

○投資信託財産の構成 (2023年11月27日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド 1,893,492 98.5 

コール・ローン等、その他 29,568 1.5 

投資信託財産総額 1,923,060 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切り捨てています。 

（注） ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産（54,369,837千円）の投資信

託財産総額（56,092,045千円）に対する比率は96.9％です。 

（注） ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンドにおける外貨建資産は、当期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場

の仲値により邦貨換算したものです。なお、当期末における邦貨換算レートは、1米ドル=149.52円、1ブラジルレアル=30.4937円、1ユー

ロ=163.41円、1スイスフラン=169.39円、1スウェーデンクローネ=14.28円、1デンマーククローネ=21.92円、100韓国ウォン=11.48円です。

 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年11月27日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 1,923,060,263   

 コール・ローン等 24,268,037   

 ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・マザーファンド(評価額) 1,893,492,226   

 未収入金 5,300,000   

(B) 負債 20,270,870   

 未払解約金 6,015,002   

 未払信託報酬 13,738,509   

 その他未払費用 517,359   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,902,789,393   

 元本 951,886,208   

 次期繰越損益金 950,903,185   

(D) 受益権総口数 951,886,208口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 19,990円 
 
＜注記事項（当運用報告書作成時点では、監査未了です。）＞ 

（貸借対照表関係） 

（注） 期首元本額 986,860,938円

 期中追加設定元本額 246,132,675円

 期中一部解約元本額 281,107,405円

（注） １口当たり純資産額 1.9990円
 

○損益の状況 (2022年11月29日～2023年11月27日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △      7,780   

 支払利息 △      7,780   

(B) 有価証券売買損益 232,539,984   

 売買益 267,165,095   

 売買損 △ 34,625,111   

(C) 信託報酬等 △ 26,976,687   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 205,555,517   

(E) 前期繰越損益金 131,991,330   

(F) 追加信託差損益金 613,356,338   

 (配当等相当額) (  405,839,749)  

 (売買損益相当額) (  207,516,589)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 950,903,185   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 950,903,185   

 追加信託差損益金 613,356,338   

 (配当等相当額) (  406,146,459)  

 (売買損益相当額) (  207,209,879)  

 分配準備積立金 337,546,847   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによ

るものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税

等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分

をいいます。 

（注） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（16,171,874円）、

費用控除後の有価証券等損益額（188,193,966円）、信託約款に

規定する収益調整金（613,356,338円）および分配準備積立金

（133,181,007円）より分配対象収益は950,903,185円（10,000口

当たり9,989円）ですが、当期に分配した金額はありません。 

（注） 主要投資対象であるマザーファンドにおいて、信託財産の運用

の指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する費用 

 当該費用は、ファンドに係る信託報酬のうち委託者が受ける報

酬から支弁しております。 
 

 

○お知らせ 

 デリバティブ取引はヘッジ目的にのみ行われていることを明確化するため所要の約款変更を行いました。 
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